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新病院概算事業費と財源内訳 

 

１ 概算事業費積算の前提条件 

  概算事業費を積算する上で、病床数、延べ床面積及び建築単価については、次

のとおりとした。 

 ① 病床数 100 床 

事業費を積算する上では、一応の目安として、100 床の病院を建設するもの

としています。 

② 延べ床面積 8,000 ㎡  （80 ㎡×100 床＝8,000 ㎡） 

50 床から 199 床までの公的医療機関の新築病院（出典：2007 年から 2016 年

の建築データベース）の 1 床当たりの床面積の平均が約 80 ㎡であることから上

記のとおり算出した。 

 ③ 建築単価 44.8 万円（消費税 10％込） 

   コンサルにおいて調査した平成 27 年度以降に完成する病院の建築単価の平

均値を用いている。 

 

２ 概算事業費 

建て替え整備に必要な事業費として、総額約 51 億円を見込む。 

単位：百万円 

区分 事業費 備考 

1.設計費 210.8 基本設計・実施設計・設計監理 

2.建設費 3,584.0 8,000 ㎡×44.8 万円 外構工事費を含む 

3.解体費 262.2 現病院施設の解体 

4.医療機器等 1,000.0 医療機器、情報システム、什器備品 

5.その他 19.1 移転費用等 

6.土地関連費用  用地決定後に積算予定。（用地取得費、埋蔵文

化財調査費、ボーリング調査費等） 

計 5,076.1  

※ 消費税込 
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３ 財源内訳 

主な財源として、合併特例債（起債充当率95%、元利償還金の交付税算入率70%）

と病院事業債（起債充当率 100%、元利償還金の交付税算入率 25%）を見込む。 

また、県補助金については、現状は別途建替え整備に関する補助事業があり、

当病院の事業着手時にも同制度が存続している場合には、250 百万円程度の補助

金が期待できるが、現状では見込んでいない。 

 

単位：百万円 

区分 概算金額 備考 

1.県補助金 40.0  地域包括ケア病床整備に関する補助 

2.合併特例債 1,071.0 対象事業費：設計費、建設費、医療機器等 

3.病院事業債 3,591.7 対象事業費：設計費、建設費、医療機器等 

4.一般財源 373.4 このうち約半額が病院会計負担、残りが一般会

計負担となる。 

計 5,076.1  

 


